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1.1. 背景 

我が国では、2005年の国勢調査で初めて総人口の減少を記録して以降、本格的な人口減

少・少子高齢化社会に突入し、2010~年～2050年にかけて総人口が25%減少すると予想され

ている。その中で、都市部から農村部、中山間部にかけて、低・未利用地や管理放棄され

た耕作地、森林などが広がり、国土の荒廃、生態的環境の劣化が懸念されている。例え

ば、1980年から2010年にかけて農業従事者数が約 50%、林業従事者数が約70%減少

し、2010年時点ですでに農林業センサスによると日本の耕作地の約1割が耕作放棄地とさ

れ、今後さらに多くの農地及び林地の管理放棄が進むと予想される。同様に、中山間の農

村集落では過疎化の進行に伴い、民家や周囲の二次林の管理放棄による荒廃が増大し、都

市域においても空き家・空き地の増加による生活環境の悪化が懸念されている。しかし、

維持管理コストが現状どの程度であるか、将来どの程度管理が不足してくるか、広域的観

点からの統合的かつ定量的な指標による算出はなされていない。平成27年に閣議決定され

た国土形成計画においても、対流促進型国土に向け、国土の適切な管理による安全・安心

で持続可能な国土の形成が目標とされているが、広域的・統合的景域管理情報を整備する

ことは、国土の選択的な利用・管理計画策定の上で、極めて重要である。

一方、私たちはこれまで、景域に含まれる自然的な要素(樹木、草地、農地、河川、森

林…)を適切に管理し、健全な状態を維持することで、様々な「生態的サービス」を享受

してきたといえる。（※生態系サービスとは生物多様性を基盤とする生態系から得られる

様々な恵みを指し、2010年の生物多様性条約第10 回締約国会議（CBD-COP10）で公表され

た「生態系と生物多様性の経済学（The Economics of Ecosystem and Biodiversity, 

TEEB）」では、生態系サービスが大きく 4 つに分類されている(表 1.1)）。特に里地里

山では絶滅危惧種をはじめとする多くの野生動物が生息する場所として重要な役割や、人

を含む生態系に第一次産業の生産物を提供する役割、水質浄化や災害リスクの低減といっ

た様々な機能を果たしている。また、棚田のように、日本の伝統的な自然景観を形成し、

文化的な価値も提供する機能もある。しかし、これら地域の資源を管理・利用する人口の

減少に伴い、上記の生態系サービスも喪失する危機に直面している。里地里山をはじめと

する様々な土地から得られる生態系サービスを持続するために、適切な国土管理の在り方

についての見直しや計画手法の確立が急務となっている。 

　これまで、生態学的手法を国土計画や地域保全（土地保全や緑地保全）計画に導入する

取り組みは、主に1970年代以降のヨーロッパを中心に自然保護・緑地保存の運動とともに

展開されてきた。こうした従来の計画論に対し、人口減少下の社会においては、生態系

サービスと、管理や保全にかかる労力とを相互に検証した計画論を展開することが重要で

あるといえる。
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表 1.1 生態系サービスの分類 (TEEB より抜粋) 
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1.1.1. 「景域」の考え方と景域管理の意義 

 本研究では土地の保全について検討をする際に用いる計画単位として、「景域」という概

念を用いる。景域は武内・井手(1985)1)は自然立地的土地利用計画を論じる際に、ドイツに

おける「Landschaft (英: Landscape)」を訳したもので、景域とは「人間の生活・生産活

動が行われている道徳的な地域」または、「植生、自然条件、歴史、産業などの特徴から個

性のある景観(風景)を形成する、ひとまとまりの地域」であると定義している。また景域保

全は、地域の生産や生活、自然環境の保全・開発をはかることを目的としている。 

 土地を構成する様々な要素は、その土地に居住する人の生活形態によって保全の方法や

維持管理に必要な労働力が異なると考えられる。そのため、それらの構成要素と住民の関係

を景域という土地的概念として捉え、それぞれの景域の保全方法を検討する必要がある。 

1.1.2. 生態系サービス・景域保全に関するこれまでの取組・事例 

 景域保全とは、景域を構成する様々な要素（住宅、道路、農地、樹林地、河川、インフラ 

…）を、人の手を適度に加えて健全な状態を維持することを意味する。近年では生態系サー

ビスへの支払い(Payment for Ecosystem Services, PES)として、様々な保全活動や取組が

行われている。例えば、水田やその水路では水生生物に配慮した圃場・水路設計または保護

活動（例：滋賀県「魚のゆりかご水田プロジェクト」）や、山間地域の水源保護のための農

業団体・漁業団体・自治体の広域連携（例：矢作川流域圏の水源の森分収育林事業）など

が挙げられるだろう。また海外（米・EU）においては、緑地の有する災害リスク低減や水

質浄化、景観などの多面的機能を積極的に活用した「グリーンインフラストラクチャー」

が都市の生態環境保全と合わせ、積極的に展開されている（例：米,ポートランド市）。 

これらの活動や景域の構成要素の維持管理を継続するためには、一定の労働力の確保が

必要となる。里山地域では、エコツーリズムやグリーンツーリズム*、企業の CSR などを通

じて、外部からの管理者を誘致し、地域を活性化させる働きかけをしている。森林部におい

ては林野庁が「みどりの雇用」によって森林管理の人材育成を推進している。また、都市部

でも緑化運動が推進され、公園や河川敷などの管理を NPO・市民団体が担う自治体が年々

増加していることから、市民の土地自然の管理に対する関心は高まっているといえる。 

*エコツーリズム・グリーンツーリズム…日帰りも含む森林や農村を軸とした観光活動。例)農家民宿への

体験型修学旅行・ワーキングホリデーの導入、植林体験、週末での田舎暮らしの場（セカンドハウス）の提

供など  

○生態系サービスを考慮した土地の保全や事例等についてまとめられている文献・資料

①環境省：つなげよう、支えよう海里川海プロジェクト http://www.env.go.jp/nature/morisatokawaumi/ 

②環境省：多様な主体で支える地域の里地里山づくり～里地里山における「新たな共同利用」推進のため
に～, https://www.env.go.jp/nature/satoyama/conf_pu/kyoudouriyoutebiki.pdf 

③ 環 境 省 自 然 環 境 局 ： 生 態 系 サ ー ビ ス へ の 支 払 い (PES)~ 日 本 の 優 良 事 例 の 紹 介
~,http://www.biodic.go.jp/biodiversity/shiraberu/policy/pes/ 

④吉田兼太郎　(2013)：生物多様性と生態系サービスの経済学, 昭和堂 

⑤グリーンインフラ研究会, 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング　(2017)：決定版!グリーンインフラ, 

日経コンストラクションなど 
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1.1.3. 持続的な景域保全計画の策定における課題 

上記の取り組みのように、景域を定常的に維持管理するための労働力を確保し、自治

体・行政が、保全活動や景域管理者に対して適切な(人的・経済的)支援を行うことで生態系

サービスを機能させることができる(図1.1)。景域の管理に投下する労働量とその対価とし

て得られる生態系サービスのバランスを保つためには、各景域の維持管理にどの程度の労

働量が必要か又は実際に投下されているかを把握する必要がある。

労働量に関するデータとしては、農林水産省の農業経営調査や林業統計調査、また国土交通

省や各県の土木工事積算基準書の歩掛などで労働時間を用いた指標がいくつか見られる。

しかし、多様な景域に対する維持管理のための労働量を示す統計・資料は極めて限定的で

あり、各管理主体が景域の維持管理コストを定量的に把握できていないことが現状課題と

なっている。 

図 1.1 景域管理と生態系サービスのサイクル（概念図） 
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1.2. 既往研究の整理 

前述の背景から景域（地域）の保全・管理に関する先行研究を整理する。 

○景域の概念について言及された研究

まず、(1)~(2)では、土地の自然性や土地利用の割合などから、日本の景域について考察や適

切な土地利用計画の提案を行っている。 

1) 井手久登・武内和彦 (1985)：自然立地的土地利用計画, 東京大学出版会 

ドイツにおける景域の概念に基づき、土地自然や生態系環境の保全という視点から適切な

土地利用計画を地域スケールで提案している。 

2) 清水裕之(2016)：Japanese Basic Landscape Types, and Change in Population 

and Urban Land Use, Labor Force and Landscape Management –Japanese Case Studies 

－, Chapter 2, Springer 出版 

国土数値情報土地利用 3 次メッシュを用いて、基礎的な景域類型から国土の構成を把握し

た。 

○生態学的なアプローチを用いたまちづくり・地域計画に関する専攻研究

生態系サービスを考慮したまちづくり・国土計画を実施している地域は既にいくつか存在

しており、(3)では生態学的なまちづくりの手法、(4)では海外の先進事例であるオランダの

都市計画について紹介されている。 

3) 上甫木昭春(2009)：地域生態学からのまちづくり~共生環境のマネジメント~, 学芸出版

社 

「共生」をテーマに地域と自然、歴史、文化との関わりを、生物調査やヒアリングなどによ

り分析している。 

4) 角橋徹也(2009)：オランダの持続可能な国土・都市づくり~空間計画の歴史と現在~, 学

芸出版社 

第 8 章で、同国における国土の生態的・風景的価値が見直され、自然回復計画である「国土

生態系ネットワーク」が実施されていることについて述べられており、その概念や具体的な

実施内容などが紹介されている。 

○景域(地域)の様々な構成要素に対する維持管理コストの推計に関する事例研究など

以下の文献では、山間部から都市域にかけて多様な景域要素に投下されている維持管理の

ための労働量に関する分析方法の提案・考察を行っている。 

5) 齋藤雪彦(2015)：農山村の荒廃と空間管理 -計画学の立場から地域再生を考える-, 世界

構想社 

地域保全の方法論を展開するために、「管理」を学術的な指標として扱うことを提案。農村

集落や都市近郊における空間管理の実態を、(草刈り等の)作業頻度や管理の質を用いて分析
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している。 

6) 寺田徹, 横張真, ジェイ・ポルトハウス, 松本類志 (2010)：都市近郊での森林施業計画に

基づく市民による里山管理活動の実態, 農村計画学会誌 29 巻論文特集号, pp179-184 

里山地域の二次林に対する NPO 団体の活動について、それぞれの活動内容に対する 1 日当

たりの活動投下量（作業時間）と作業効率（単位人日に対する作業面積）の関係性について

分析している。 

7) 川口暢子, 高取千佳, 村山顕人, 清水裕之 (2016)：都市における景域管理作業量の推計

手法の提案 - 名古屋市内の緑地を対象としたケーススタディ- , 都市計画論文集 51(3), pp. 
581-588
 市街地の様々な緑地の管理者に対するヒアリングより、民有地・公有地の緑地保全にかか

る作業量を計量、比較をしている。 

○様々な緑地(森林、農地、都市緑地など)の管理労働力や住民の意識に関する研究

以下の文献では統計情報やヒアリング・アンケート調査などを用いて、景域内の緑被的要素

を管理している労働力(管理者数)の推計や、実際に必要な維持管理コストとの需給ギャップ

の分析、住民の緑地管理に対する意識を労働量として推計する方法の提案などがなされて

いる。 

8) 石川知明・岸上廣司 (2008)：森林作業量からみた必要林業労働者数の予測-滋賀県を事

例として-, 森利学誌 22(4), pp279-284 

基準年から 30 年間を対象とし、人工林で必要とされる森林作業量と面積、延べ労働者数な

どから必要な林業労働者数を予測し、適正な林業労働者の採用計画について検討している。 

9) 植村哲士 (2010)：日南町における40 年間にわたる森林管理労働力に関する持続可能性

ギャップ分析, 林業経済研究 56(1), pp69-80 

樹種ごと、樹齢ごとに対する作業項目から森林管理に必要な労働力を算出し、将来的な労働

供給量との需給ギャップを分析している。 

10) 永田信,寺下太郎 (1991)：林業労労働力の予測についての一試論 -国勢調査による林業

労働者のコウホート分析-, 日林誌 73 (1), pp50-53 

各統計情報の林業従事者数の定義の曖昧さについて指摘した上で、林業従事者数の推移を

予想する。 

11) 後藤智香子 (2012)：住民による維持管理・運営からみた市民緑地制度の運用実態, 都

市計画論文集 47(3), pp1057-1062 

都市域において、事例に基づいた緑地維持管理の運営・体制についての分析をしている。
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12) 下村泰彦, 三洋伴暁, 加我宏之, 増田昇 (2001)：ため池オアシス整備事業をケースと

した緑地空間の住民参加型維持管理に関する研究, 日本造園学会研究発表論文集(19), 

pp840- 845 

半公的な緑地空間における計画プ囗セスや整備完了後の住民参加型維持管理の課題を指摘

している。 

13) 高瀬唯,古谷勝則,櫻庭晶子 (2015)：緑地保全活動に対する市民の労働意思量と属性及

び参加意識の関係, ランドスケープ研究 78 (5), pp619-624 

アンケートによる住民の緑地保全活動への参加経験と参加意欲を労働意思量として仮想評

価的に推計している。 

以上のように、都市から里山、山間部の多様な景域において、ケーススタディによる空間

管理の実態把握や、景域保全に必要な労働量を推計した先行事例が蓄積されている。しか

し、それぞれ景域に対する維持管理の労働量を把握・比較した研究や、広域なスケールで

地域間の労働力の余剰や不足量、その差分を是正する方法論について考察を行った研究は

見られない。また、都市公園や二次林、河川敷といった様々な緑地については、将来的な

保全の目標を示す資料も見られるが、その目標を達成するための定量的な労働指標（年に

何回の活動、１回当りに何人の作業が必要か、等）については十分に考慮されていない。

それぞれの景域の維持管理にかかる労力の指標・管理モデルを作成し、その労力の推計及

び地域間の差などを把握することは、人口減少下における広域的な景域保全計画の方針を

検討する上で有効な方法であると考えられる。 
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1.3. 研究の目的 

1.1.~1.2.を踏まえて本研究では、ヨーロッパ（特にドイツ）の景域計画の概念を下敷き

に、広域における様々な景域に対して、関係する管理主体によって現状で投下される維持

管理の労力と、人口予測にも基づく将来の投下されうる労力を明らかとし、地図情報とし

て可視化することを目的とする。これにより、多様な主体が共通して活用し、有効に管理

を行うための計画策定に資する基盤的情報を整備する。

1) 現状（2010年）の景域管理作業量の推計

沿岸部・都市部・農村部・森林部の各景域を、環境省自然環境保全基礎調査・植生自然

度を基準に類型化する。さらに、各景域に対する投下労働時間を「景域管理作業量」とし

て定義し、既往研究や統計情報、ヒアリング調査などにより景域類型別の作業量を定量的

に明らかにする。尚、同一景域類型であったとしても、管理水準の高いタイプから低いタ

イプまである場合（例えば、よく管理された二次林と放棄された二次林等）、管理強度数

タイプに類型化する。また、機械化や専門家・アマチュアによる管理は、効率度・専門度

として体系的にまとめる。またその算出結果を、ArcGISソフトを活用し国土数値情報3次

メッシュ内に含まれる「景域別の面積」に対し、構築された「景域別の管理作業密度」

データを掛け合わせ、各３次メッシュで合計することにより、「景域管理作業量」を算

出・可視化する。これにより、広域・即地的な維持管理コストの可視化を行うとともに、

地域間での比較も行う。

2) 将来（2050年）における持続的な景域管理方法の検討

一段階目では、国土数値情報将来推計人口メッシュより2050年の3次メッシュごとの将来

人口予測データを活用し、将来の管理不足面積を概算する。概算の手法としては、まず、

現在における各3次メッシュ人口一人当たりの景域管理作業量（年間作業時間）を「社会的

管理強度（Social Labor Intensity. SLI）」と定義する。SLIは実際に景域管理に携わ

る作業人数を直接反映したものではないが、その地域の住民に景域管理の作業負担がどの

程度かかるかを示す指標とする。2050年でのSLIは、現状（2010年時点）を維持すると仮定

し、2050年人口と掛け合わせることにより、将来の管理可能な作業を概算する。これと現

在の管理作業量との差分を取ることにより、現状に対して将来付属するだろう管理作業量

を定量的に明らかとする。

　二段階目では、こうした管理作業量の将来の値に対し、将来戦略を設定し、担保可能な

作業量を概算し、可視化を行う。戦略としては、(1)作業形態変化戦略：地域外からの管理

主体を受け入れる（例：二次林をボランティア管理する）、専門度・効率度の異なる管理

主体の分担率を変化させる（例：都市域の宅地の緑を一元的に専門的管理へ変化させる）

(2)景域変化戦略：ある景域を同じ景域であったとしても管理強度の低いタイプに変化

（例：休耕田から水張休耕田へ）させた場合、管理密度の低い異なった景域に変化（例：

田畑から森林へ）させた場合を想定する。各戦略での担保・不足作業量を算出し、各地域

の持続可能性を考察する。
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2.1. 研究の流れ 

本研究の流れを図 2.1 に示す。 

第 1 章では研究に至った背景、目的、既往研究の整理を行い、本研究の独自性を示す。 

第 2 章では各用語の定義、研究の手法及び対象地の選定について述べる。 

そのあとの流れは大きく 2 つのフェーズに分けられる。 

1 つ目のフェーズでは、現状（2010 年）の景域管理作業量の推計として、 

第 3 章では景域類型に用いる植生図の概要、景域類型図の作成手順について述べる。 

第 4 章では景域ごとに、統計情報・ヒアリング調査・アンケート調査等を活用して、景域の

維持管理コストを算出し、標準 3 次メッシュ（1km メッシュ）を用いて対象地における空

間分布を示す。 

第 5 章では景域管理作業量と人口との関係について考察し、各景域の管理者数の推計を行

う。 

 2 つ目のフェーズでは、将来(2050 年)における持続的な景域管理の検討として、 

第 6 章では現状における景域管理の水準を維持すると仮定した場合に、将来的に不足する

と予想される景域管理作業量及び管理が放棄される景域面積を概算する。 

第 7 章では 6 章で得られた結果から景域ごとに将来戦略を導入し、人口減少下において景

域管理を持続させることが可能かを検証する。 

図 2.1 研究のフロー 
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2.2. 用語・概念の定義 

2.2.1. 「景域要素」「景域ユニット」「景域複合体」と景域管理の考え方 

各計画単位の対応を表 2.1 に示す。景域は様々な土地利用項目（宅地、緑地、造成地、

農地、森林等）によって成り立っており、景域の管理を人口と関連付けて分析するために

はこれらの構成要素を、管理主体や管理方法が異なる管理対象の最小単位として分類し、

管理に要する作業量を算出し、それらを街区、地区、広域といった社会的空間スケール単

位でまとめる手順が必要である。本研究では、維持管理コストを計量する際の対象物の最

小単位を「景域要素」として定義する。尚、本研究における景域要素は緑被地(樹木、草

地、農地、樹林地などあらゆる緑を任意のまとまりとして扱う)とし、管理主体や管理方法

によって分類する際の最小単位とする。景域要素を維持管理するための活動を総じて、本

研究における景域管理とする。 また広域スケールでの景域管理を考察するために、各景

域要素の組み合わせや構成によって一定のまとまりをもった集合体を「景域ユニット」、

複数の景域ユニットの構成から一定のまとまりをもった集合体を「景域複合体」と定義す

る。景域ユニット・景域複合体単位で景域管理を把握する意義としては、例えば町丁目や

市町村といった地域単位は景域複合体として捉えることができ、居住人口と景域管理の関

係性を、広域スケールにおいて空間的に可視化することにある。 

表 2.1 各計画単位と景域管理の考え方 



2. 研究の方法と対象地の概要

13 

2.2.2. 景域管理の労力に関する指標（景域管理作業量、作業密度等） 

 緑地管理の作業量を計量する方法として、寺田ら(2010)1)は市民による里山管理を対する

1 人 1 時間あたり作業量を「活動投下量」として算出した。齋藤ら(2000)2)は中山間の農村

集落を対象に「耕作規模」及び「雑草刈り頻度」を指標として空間管理を捉えた。これら

の研究を踏まえ、本研究では労働時間と面積及び人口の関係から景域の維持管理コストを

算出する。以下に労力に関する指標を定義する。 

・景域管理作業量（Landscape Management Annual Labor Accounts）[h] 

景域管理にかかる年間総作業時間で作業人数と一人当たりの作業時間をかけ合わせること

で算出される。人為コストを作業時間として計量する意義として、ボランティア・プロフ

ェッショナルといったような管理主体の（金銭的）労働条件に影響されない指標であるこ

と、個々人の身体的な能力に大きく左右されない指標であることが挙げられる。また経済

的な条件の異なる海外との、景域管理に対する人為コストの比較が容易に行えることも景

域管理作業量の利点である。 

・作業密度（Labor Density）[h/a] 

単位面積当たりの年間総作業時間。景域要素ごとの管理作業量を比較する際、対象物の面

積に影響されない指標として扱う。作業密度の見方としては 2 種類ある。まず、作業環境

（作業面積、使用機械、立地条件など）が同じ場合には、対象物の管理が集中的（大人数

又は長時間）であるか粗放的（少人数又は短時間）であるかを判断でき、作業密度が高い

ものほど集中的に管理しているといえる。また、管理者の身体的条件（人数、1 人当たり

の作業時間など）が同じ場合には、作業効率を示すことができ、作業密度が低いものほど

大型機械の使用や集約的な管理などの作業効率が高い管理であるといえる。 

・個人年間作業量（Personal Labor Accounts）[h/person] 

管理者 1 人当たりの年間総作業時間。これにより、それぞれの管理主体が景域ユニットの

管理に対してどのような関わり方をしているか（専業・兼業なのか、週に何日程度作業し

ているのか等）を示すことができる。 

・社会的作業強度（Social Labor Intensity）[h/population] 

景域複合体単位における人口 1 人当たりの年間総作業時間。住民全員が景域管理をすると

仮定した場合の 1 人当たりの負担を示す。ゴルフ場や人工林のように特定の管理者が存在

する景域もあるため、居住人口との直接的な関連性は低いが、景域ごとにその景域複合体

を住民によって管理できるか、外部（遠距離）から労働力を導入して管理しているかとい

うことを判断する指標として有効である。 
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上記の指標は統計情報やヒアリング調査から算出するが、調査方法によって算出結果を反

映する単位（作業項目・景域要素・景域ユニット・景域複合体といった各スケール）が異

なるので、各単位におけるそれぞれの定義を以下の(1)～( )に示す必要がある。 

(1)作業項目単位での景域管理作業量、個人年間作業量（TCLAjkl, CLAjkl,） 

ある管理者(i)の 1 日当り作業時間(B)と年間作業回数(C)を用いて、景域ユニット(l)に含ま

れる景域要素(j)の作業項目(k)に対する個人年間作業量(Content Labor accounts, CLA)

は、以下の式で示すことができる。 

CLAijkl[h] =  Bijkl × Cijkl 

よって、対象となる景域要素の作業項目に関わる全ての管理者の年間作業量(Total 

Content Labor accounts, TCLA)は以下の式で算出される。 

TCLAjkl[h] =  ∑(Bijkl × Cijkl)

x

i=1

 

また管理者数を n とすると、TCLAjklの管理者 1 人当りの個人年間作業量を以下の式で算

出される。 

CLAjkl[h/person] =
TCLAjkl

n

(2)景域要素単位での景域管理作業量、個人年間作業量作業量、作業密度（TLAj, CLAijl, 

TLDjl） 

景域管理作業量は TCLAjklの総和として、以下の式で算出する。 

TLAjl[h] =  ∑ TCLAjkl

x

k=1

 

また、TLAjlの管理者 1 人当りの個人年間作業量を以下の式で算出する。 

CLAjl[h/person] =
TCLAjl

n

TLAjlを対象の景域要素面積(Ajl)で除したものを作業密度として以下の式で算出する。 

TLDjl[h/a] =
TLAjl

Ajl

(3)景域ユニット・景域複合体単位での景域管理作業量、個人年間作業量作業量（TLAl, 

TLA,  TPLAl） 

景域管理作業量は TLAjlの総和として、以下の式で算出する。また景域複合体単位にお

ける TLAlの総和を TLA とする。 

TLAl[h] =  ∑ TLAjl

x

j=1

 ,     TLA[h] =  ∑ TLAl

x

j=1
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また、個人年間作業量は以下の式で算出する。 

TPLAjl[h/person] =
TLAl

n

(4)景域ユニット・景域複合体単位でのネットの作業密度、グロスの作業密度(NLDl, NLD, 

GLDl , GLD) 

例えば農地では景域ユニットの面積とその内の景域要素面積がほぼ同量となるが、宅地で

は非対象の景域要素（建物、道路等）が多く存在する。また森林においては景域ユニット

内のすべての対象景域要素が管理されているわけではない。そこで景域ユニット・景域複

合体における作業密度はネット・グロスの 2 種類に分けて算出する。景域管理作業量を、

景域ユニットで管理されている景域要素面積(Al)で除したものをネット、景域ユニットの

総面積(Sl)で除したものをグロスの作業密度として以下の式のように算出する。 

NLDl[h/a] =
TLAl

Al
, GLDl[h/a] =

TLAl

Sl

また、景域複合体における作業密度も同様に以下の式のように算出する。 

NLD[h/a] =
TLA

A
, GLD[h/a] =

TLA

S

(5)社会的作業強度(SLI) 

ある景域複合体の人口を P とすると、社会的作業強度は以下の式で算出する。 

SLI[h/population] =
TLA

P
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2.2.1.~2.2.2.で述べた各用語や指標の対応関係を表 2.2 に示す。 

表 2.2 各単位における労力の指標の対応 
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2.3. 本研究における景域管理作業量・管理強度・作業密度の算出方法 

本研究では植生図から景域類型図を作成し、景域ユニットまたは景域複合体単位の景域

管理作業量を算出・可視化することを目的とする。そのためには、2.2.2 でも述べたよう

に、景域ユニット(Sl)に含まれる、実際に管理されている景域要素面積(Al)を求める必要が

ある。そこで Alを算出するための考え方を以下の式に示す。 

𝐴𝑙[a] = (𝑆𝑙 − 道路面積) × 景域要素率 × 管理率

道路は一部を除いて緑被がないものとし、主要道路面積を景域ユニット面積から引く。

「景域要素率」は主要道路を除いた景域ユニットに含まれる景域要素の面積割合、「管理

率」は景域要素の内、実際に景域管理されている対象の面積割合を示す。 

 作業密度は本来、予め計量した景域管理作業量を管理面積で除して、NLDlまたは GLDl

として得られる算出結果であるため、同じ景域ユニットでも地域によって作業密度に差が

生じることが考えられる。しかし、景域管理作業量を地域間で比較できる資料が少なく、

ケーススタディのサンプルも限られる。そこで本研究では、対象地で各景域ユニットが

「一様」に管理されていると仮定し、各景域ユニットにおける代表的な地域へのヒアリン

グや統計情報より、景域ユニットに投下されていると想定される作業密度(Total Labor 

Density, TLDl)をそれぞれ算出し、広域なスケールに展開する。この方法により、各指標

に関するデータのない(もしくは少ない)地域においても景域の維持管理状況を推測するこ

とが可能になる。TLDlと景域類型図から得られる景域ユニットの面積(Sl, Al)を用いて、対

象地における景域管理作業量を推計・把握する。広域なスケールにおける景域管理作業量

の算出式を以下に示す。 

𝑇𝐿𝐴𝑙[ℎ] = 𝐴𝑙 × 𝑇𝐿𝐷𝑙 

尚、景域ユニットの類型化手順については第 3 章、景域ユニット別の作業密度・景域要素

率・管理面積割合の設定方法等に関しては第 4 章で述べる。 
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2.4. 景域複合体の類型 

景域複合体は景域ユニットの集合体であり、景域の大きな括りとして地域の特徴を捉え

ることができ、市町村や町丁目といったまとまりでひとつの計画単位を形成する。本研究で

は標準地域メッシュの 3 次メッシュ(1km メッシュ)を景域複合体単位とし、3 章以降の分析

を行う。政府統計局などから得られる地域界データとしては、国勢調査の小地域界や農林業

センサスの農業地域界などもあるが、市町村合併などに伴い地域界が変化し続けるこれら

の計画単位は経年変化の分析には不向きである。また、これらの地域界は中山間地域の面積

が非常に大きく、人口や景域管理作業量の分布を詳細に把握することができない。それらの

地域の、景域管理において将来的に問題が生じると考えられるエリアを抽出、またエリア間

の格差などを詳細に分析できる点で、1km メッシュを用いることの有効性がある。 

景域複合体の類型化を行う意義としては、同じ景域ユニットでも、人口規模や地形条件と

いった地域特性によって景域管理の強度（作業頻度、管理者数、管理面積の割合など）が異

なると考えられるからである。本研究では、清水(2016)3)が土地と人口の関係を国土スケー

ルで把握・分析する際に用いた 7 つの基礎的な景域タイプを景域複合体としてとらえ、現

在の景域管理の状況及び問題点を把握するとともに、今後の国土の管理方針に対する検討

を発展させる。 

2.4.1. 景域複合体類型の概要 

 景域複合体類型は、清水(2016)3)が国土数値情報土地利用 3 次メッシュより、「森林」「都

市的土地利用」「田」「その他の農地」の面積比を主成分分析にかけ、抽出された因子を用い

たクラスター分類によって得られた 7 つの類型である（図 2.2）。清水(2016)3)は前述の景域

複合体より、中山間の里山地域は都市域に比べ人口規模（人口密度）が小さく、そのような

地域では急激な人口の縮小もしくは集落の消滅によって、景域管理の労働力が大きく不足

すると懸念している。 
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図 2.2 日本の景域複合体 

2.4.2. 各タイプにおける将来戦略の設定 

 前述の景域複合体から人口規模や住民と土地の関係を把握することができる。また、タイ

プによって人口動態や立地条件が違うことから、それぞれの将来的にとるべき景域管理の

在り方が異なると考えられる。例えば水田のような景域ユニットは、水田型やその他農地型

では既に大規模かつ集約的な管理がされている上、今後も機械導入などによって作業効率

が向上させ、管理者不足を補うことができると考えられるが、里山型では急峻な地形条件な

どから機械化が進まず小規模な管理がされており、平野部に比べ人口減少の影響を大きく

受けるため、前者のタイプと同じような対策をとることは考えにくい。  

本研究では、各タイプに含まれる景域ユニットの割合や人口動態等を把握したうえで、人

口減少下において各景域ユニットの管理を低強度モデルへ移行させる将来戦略を提案し、

景域管理を持続させる可能性を模索する。 
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2.5. 対象地の選定と概要 

2.5.1. 対象地の選定と景域複合体単位の設定 

対象地は、多様な景域の管理状態を、平野部から中山間にかけて広域に把握でき、かつ北

海道と沖縄のような極端な気候や風土の違いのないといった基準から、中部 8 県（富山、石

川、福井、長野、岐阜、静岡、愛知、三重）を選定する（図 2.3）。また、2.4.でも述べたよ

うに 1km メッシュを景域複合体として扱うが、人口においても地域メッシュを用いる利点

がある。国勢調査の小地域集計の場合、秘匿措置が施されている地域があり、それらの地域

での分析が困難である。また山間地域においては個々の地域面積が大きく、メッシュデータ

と比較すると人口の分布が正確に示すことができない（図 2.4）。景域管理作業量と人口の

関係性を標準的に把握し、空間分布を可視化する点では、地域メッシュを用いるほうがよい

と考えられる。 

図 2.3 対象地 
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図 2.4 対象地における 2010 年の人口分布（上から 1km メッシュ境界、町丁目界） 

※国勢調査を用いて算出 
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2.5.2. 2010~2050 年における人口動態 

対象地の概要を把握するために統計情報の整理を行う。 

 人口動態に関するデータは国土数値情報の将来人口推計メッシュを用いる。このデータ

は国立社会保障・人口問題研究所が、2010 年の国勢調査に基づいて 2050 年の将来人口を

推計したものである。2010 年,2050 年の人口を図 2.5 に示す。 

図 2.5 中部 8 県における人口分布（上から 2010 年、2050 年） 
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人口変動に関する指標として、清水(2015)4)が都市計画分野で提案した正規化指数

(Normalized Difference Index, NDI)を用いて以下の式で算出する。 

人口変化 NDI =
𝑏 − 𝑎

𝑏 + 𝑎

a：前年(2010 年)の人口 

b：後年(2050 年)の人口 

NDI を導入した意義として清水(2015)4)は、 

従来の b/a の形で算出される人口の変化比では、a=0 の場合に変化比を定義できない。また

その広がりは 0 から∞まで広がりをもつ。（中略）対象とする 2 数値間の差異の把握に対称

性があること、そして、正規化により異なるデータ間の比較を容易にできることの理由によ

り、二つの正の数値 a、b 間の変化幅を-1 から 1 の間に正規化する正規化差指数を（b-a）

/(a+b)と定義している。 

としており、本研究でも a=0 となる場合が考えられるため、NDI 値を用いて人口動態を把

握する。 

2010~2050 年における人口変化を図 2.6 に示す。中部 8 県において大半の地域で人口が

減少しており、特に中山間地域では減少率が大きいことが読み取れる。 

図 2.6 人口動態（NDI） 
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 また 1km メッシュ当たりの人口規模ごとの人口動態と地形条件を表 2.3 に示す。尚、地

形条件に関するデータは国土数値情報より標高・傾斜度 3 次メッシュをダウンロードして

算出したものである。 

 表 2.3 より人口規模が小さい地域ほど急峻な山間部に位置している。また、100 人未満の

メッシュでは人口が急速に減少していくことが予想されており、将来的に景域管理を担う

人材が不足し、管理が放棄される地域が発生することが考えられる。 

表 2.3 人口規模別の人口動態及び地形条件 
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2.5.4. 景域複合体の分布 

 対象地における景域複合体類型図を図 2.7、景域複合体内の人口構成を表 2.4、人口変化

と地形条件を表 2.5 に示す。尚、表 2.5 のメッシュ平均は全メッシュを対象とした場合と、

人口 0 のメッシュを除外したものを対象とした場合に分けて示す。 

 メッシュ数と人口分布の関係性を見ると、中部 8 県においては森林型のメッシュが全体

の 51.3%を占めているが、そのうち 84.6%のメッシュでは人口が 0 である。2 つ里山型は他

のタイプに比べ、100 人未満のメッシュが多いのが特徴である。逆に総人口については、土

地的土地利用型と都市的土地利用水田混合型の人口が全体の 7 割以上を占めることや 1km

メッシュ当たりの人口規模が極めて大きいことから、都市地域に人口が集中していること

がわかる。尚、都市的土地利用型や都市的土地利用水田混合型にも人口が 0 のメッシュが

存在するが、これらは主に臨海部の工業地帯や造成地であり、都市的土地利用の割合と人口

が必ずしも比例しないことを示している。 

人口変化をみると、対象地で全体的に減少傾向にあるが、里山型・森林型の 3 つのタイプ

ではその減少幅が大きい。都市的土地利用型・都市的土地利用水田混合型でも人口減少とな

るものの、対象地全体における総人口の割合は逆に高くなっており、都市域へ人口がますま

す集中することが予想される。 

図 2.7 中部 8 県における景域複合体 
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表 2.4 景域複合体別の人口規模の構成

表 2.5 景域複合体と人口変化、地形条件との関係性 

※「該当なし」は将来人口推計メッシュのうち、土地利用3 次メッシュの情報がなく、クラスターの定義

ができない地域を指す。その多くは海岸地域に位置し、本研究の分析に対する影響は小さいと考えられ

る。 
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 続いて、景域複合体別の地形条件を把握する（表 2.6）。標高・傾斜別のメッシュ数の分布

より、都市的土地利用型、都市的土地利用水田混合型、水田型では標高 100m 未満、傾斜 3

度未満の地形条件が緩やかなメッシュが広がっているのに対し、水田系里山型やその他農

地系里山型、森林型では傾斜 8 度以上の比較的急峻な地形の割合が大きいことが判断でき

る。また、都市的土地利用水田混合型と水田型の平均傾斜が最も低い事から、水田が平坦な

土地に広く分布していると考えられる。 

 森林型は住民がいないメッシュの割合が大きいため、人口が 0 より大きいメッシュを抽

出して標高・傾斜の平均値をとると、全体の平均値より非常に低くなり、居住区が限られる

と考えられる（図 2.8）。 

表 2.6 景域複合体別の地形条件 
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図 2.8 景域複合体別地形条件（国土数値情報標高傾斜 3 次メッシュを使用） 
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3.1. 植生図の概要 

  

本章では中部 8 県における景域ユニットの類型図を、植生図を用いて作成する。本研究

では環境省自然環境保全基礎調査植生調査の植生図を用いる。植物社会学に基づいたこの

植生図は、環境アセスメントや自然環境保全施策立案における基礎情報として利用できる。

空中写真・衛星写真及び現地調査より現存植生図を作成しており、1973 年の第 1 回調査か

ら現在行われている第 7 回調査（2005 年～）まで断続的に更新されている。各年度の調査

概要を表 3.1 に示す。 

 

表 3.1 環境省自然環境保全基礎調査植生調査の概要まとめ 
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本研究では最新の第 6 回・7 回植生調査の植生図（1/2.5 万）を用いて景域類型を行う。し

かし、第 6・7 回調査はデータが未整備の地域もあるため、そのような地域に対しては第 5

回調査の植生図（1/5 万）を代用する。尚、1/2.5 万と 1/5 万の植生図で凡例が異なる地域が

発生する場合は、1/2.5 万植生図の情報を優先させる。対象地における各植生図の使用範囲

を図 3.1 に示す。 

 

 

 

図 3.1 各調査回のデータ範囲 
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3.2. 景域類型図の作成方法 

 

前述の植生図より GIS 上にて景域ユニットの類型化を行う。類型化の基準として、植生自

然度を用いて群落を大分類し、さらに管理主体・管理方法などまとまりのあるものを景域ユ

ニットとして細分類する。それぞれの詳細を以下に示す。 

 

3.2.1. 植生自然度に基づく分類 

 植生自然度とは環境省が定義した、「植物社会学的な観点から、群落の自然性がどの程度

残されているかを示す一つの指標」である。逆に言えば、どの程度人為的・人工的要素が含

まれているかを示す指標と言える。植生自然度は表 3.2 のようにランク付けされており、数

値が高いほど自然性が高いことを示す。 

 本研究では 1/2.5 万と 1/5 万の異なる植生図を用いるため、環境省自然環境局から凡例対

応表をダウンロードし、それぞれの群落を植生自然度に分類する。 

 

表 3.2 植生自然度の区分基準 

 

※1 植生自然度=01,02,03 は植生自然度の判定が難しいものとして別途扱っている。 

※2 尚、環境省は 2016 年に植生自然度 9, 10 について新たな分類基準を示した。 

http://www.biodic.go.jp/event/2016/syokuseizu.pdf より 
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対象地における植生自然度を図 3.2 に示す。1/2.5 万の植生図で植生自然度が「未区分」

とされている群落があるが、これらについて環境省（2016）1)は「伝統的な管理によって持

続している二次林や二次草原、希少種が多い畔、希少な動物の生息地となっている群落、市

街地に島状に残った二次林など」の群落であるとしており、植生自然度の区分について、地

域ごとに植生の専門家による評価が必要であると声明を出している。 

 

 

 

 

 

図 3.2 植生自然度図  
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3.2.2. 管理体系に基づく景域ユニットの分類 

 植生自然度は土地自然と人為の関係性を把握することができる指標である。しかし、同じ

植生自然度でも具体的な管理内容、主な管理者の作業頻度など異なる群落も存在する。特に

植生自然度が 2 の植生では、ゴルフ場や農地、住宅地などが含まれており、管理体系が明ら

かに違うと考えられる。 

 そこで細分類が必要な植生自然度を、環境省の凡例に関する詳細な区分を基準に、景域ユ

ニットとしてさらに類型化する。各景域ユニットの分類基準を表 3.3 に示す。 

 

表 3.3 景域ユニットの分類基準 

 

※図中の「大区分」「中区分」「小区分」は環境省自然環境局が作成した統一凡例一覧 

(http://gis.biodic.go.jp/webgis/sc-016.html)の各区分番号である。 
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3.3. 各景域ユニットの概要  

環境省の「土地利用等判読の手引き」などを参考に、各景域ユニットの概要、空中写真な

どによる相観的特徴、景域要素の例などを、植生自然度別に表 3.4~3.6 に示す。 

 植生自然度 1 の植生には様々な土地利用項目が含まれるが、いずれも都市的な要素であ

ることから「市街地」として統一する。この景域に含まれる景域要素は街路樹や宅地内緑地、

都市公園など様々であるが、いずれも 1ha 未満の小規模な緑地である（図 3.3）。 

 植生自然度 2 の植生は表 3.4 のように 6 つの景域ユニットに分類する。「ゴルフ場・芝

地」、「残存植栽樹群をもった公園、墓地等」の共通点は 1ha のまとまった緑被があること

である（図 3.4, 3.5）。「緑の多い住宅地」に含まれる景域要素は「市街地」と同様であるが、

緑被の割合が高いことが空中写真からも見て取れる（図 3.6）。「牧草地」「畑地」「水田」に

は耕作地の周辺の農道や草地が含まれている（図 3.7~3.9）。 

 

表 3.4 景域ユニットの概要（植生自然度 1,2） 
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図 3.3 「市街地」の例 

図 3.4 「ゴルフ場・芝地」の例 

図 3.5 「緑の多い住宅地」の例 
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図 3.6 「残存植栽樹群をもった公園、墓地等」の例 

図 3.7 「牧草地」の例 

図 3.8 「畑地」の例 

 

図 3.9 「水田」の例 



 

 

3. 植生図を用いた景域類型図の作成 

38 

 

 植生自然度 3 については主に樹園地の景域ユニットが得られた。果樹園の中でも常緑樹

園地である「茶畑」の管理は他の果実とは異なると考えられ、「果樹園」と別で抽出する。 

「その他植林」は比較的若い植林であり、凡例に関する情報から二次林に遷移する景域ユニ

ットである。 

 植生自然度 4 の植生は主に伐採跡地によって構成され、「畑地」「水田」の管理が放棄され

たものが、「放棄畑地」「放棄水田」となり、次第に「背の低い草地」へと遷移することが考

えられる。さらに時間が経過すると「背の高い草地・低木」へ移行する。これらの景域ユニ

ットは草刈などの管理がされない場合、森林へ遷移する。 

 

表 3.5 景域ユニットの概要（植生自然度 3,4,5） 

 

 

 

図 3.10 「茶畑」の例 
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図 3.11 「果樹園」の例 

 

図 3.12 「その他植林」の例 

 

図 3.13 「放棄畑地」「放棄水田」の例 

 

図 3.14「背の低い草地」「背の高い草地・低木」の例 
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植生自然度が未区分の植生については、中部 8 県に含まれている主な群落に基づき、「二

次林（アベマキ・コナラ群集）」と定義する。しかし、この区分は対象地によって含まれる

主な群落が異なるので、地域ごとに景域ユニットの定義が必要であると考えられる。 

森林に関する景域は大きく人工林、二次林、自然林というように分類する（図 3.15~3.17）。

これらは樹種の数と樹木密度によって景観の特性にも違いがみられる。また二次林を 3 つ

の景域ユニットに分類した理由は、アベマキ・コナラのような住民の定期的な管理によって

明るい森が保たれている二次林がある一方、シイ・カシのような自然林に近い二次林もある

ため、これらが同様に管理されているとは考えにくいからである。 

環境省(2016)1)は、植生自然度が 01 と定義されている凡例は自然草原である植生自然度

10 に該当すると述べている。しかし、一部に河畔植生や低木林に該当する群落も含まれて

おり、人為的な管理がされているものとされていないものに分類できるため、これらの凡例

を「高山・亜高山植生」「火山帯植生」「河岸植生」「海岸植生」と細分化する。 

 尚、「水面」は内陸の水域（河川、湖沼など）のみを対象とする。 

 

表 3.6 景域ユニットの概要（植生自然度 6~9,01,02,03） 
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図 3.15 「人工林」 

 

図 3.16 二次林の例 

図 3.17 自然林・自然草原の例 
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図 3.18 「河岸植生」の例 

図 3.19 「海岸植生」の例 
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3.4. 対象地における各景域の分布 

  

中部 8 県における景域ユニット類型図を図 3.20、各景域ユニットの面積割合を表 3.7 に

示す。 

 

図 3.20 中部 8 県における景域ユニット図 
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 尚、景域ユニットの面積を道路と道路以外に分類するために基盤地図情報の道路地図を

用いて GIS 上でそれぞれの面積を算出する。 

 

表 3.7 中部 8 県における景域ユニットの面積割合 

 

※「水面」は海水面を除外した面積を算出  
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3.5. メッシュデータを用いた景域ユニット構成の把握 

本研究では標準 3 次メッシュに各景域ユニットの面積を集計する。面積に関する情報をメ

ッシュデータに変換することで人口や地形条件などとの比較を容易にする。 

標準 3 次メッシュは緯度経度より国土を分割したもので、厳密には「1km×1km」のメ

ッシュではない。また、沿岸部は本研究では非対象である海水面を含んでいるため陸地面

積を正確に示していない。そこで、メッシュの陸地面積（河川などの陸地内水面は含め

る）とそのうちの各景域ユニット面積の割合も合わせて算出する。 

 まず、景域ユニットの構成と 2010 年人口の関係性を把握する。1km メッシュの人口規

模別の景域ユニットの面積割合を図 3.21、対象地全体における景域ユニットの構成に対す

る人口規模別メッシュの特化係数を表 3.8 に示す。 

図 3.21 中部 8 県における人口規模別の景域ユニットの構成 
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 特化係数より、人口規模が大きいメッシュには「市街地」や「緑の多い住宅地」といっ

た植生自然度の低い景域ユニットが卓越しており、人口が 0に近いメッシュほど「人工

林」や「二次林」、「自然林」のような森林系のユニットが発達していることから、植生自

然度と人口規模にはある程度の関係性が見られる。また、植生自然度 01 の景域ユニット

のうち、「河岸植生」は他の景域ユニットと分布が異なり、植生自然度 01 の全ての群落が

植生自然度 10 に相当するわけではないと考えられる。 

 

表 3.8 人口規模別の景域ユニットの面積割合、特化係数 

 

※特化係数の算出式 

特化係数 =
(各人口規模メッシュ内の各景域ユニットの面積割合)

(対象地における各景域ユニットの面積割合)
⁄  
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次に景域複合体と景域ユニットの関係性を把握する。対象地における各景域複合体の景

域ユニットの面積割合を図 3.22、対象地全体における景域ユニットの構成に対する各景域

複合体の特化係数を表 3.9 に示す。 

図 3.22 中部 8 県における景域複合体別の景域ユニットの構成 
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 国土交通省作成の土地利用 3 次メッシュを用いた景域複合体と、環境省作成の植生図を

用いた景域類型図を比較すると、前者の景域タイプと後者の景域ユニットが対応している

といえ、景域ユニットを導入することで、各景域複合体の構成をより詳細に捉えることが

可能となる(表 3.9)。都市的土地利用型では「市街地」「緑の多い住宅地」「残存・植栽樹群

をもった公園、墓地等」、水田型では「水田」、その他農地型では「畑地」「茶畑」「果樹

園」、里山型や森林型では「人工林」から「自然林」といった景域ユニットがそれぞれ発

達している。また「河岸植生」に着目すると、都市的土地利用型、都市的土地利用水田混

合型、水田型といった比較的人口規模の大きい景域複合体において、同ユニットの割合が

高く、植生自然度 01(10 を含む)の景域ユニットの中でも、その自然性に差があることが読

み取れる。 

 

表 3.9 景域複合体別の景域ユニットの面積割合、特化係数 

※特化係数の算出式 

特化係数 =
(各景域複合体内の各景域ユニットの面積割合)

(対象地における各景域ユニットの面積割合)
⁄  
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4.1. 各景域ユニットの作業密度等の算出方法 

  

ここでは各景域ユニットの作業密度の算出方法を示す。本研究では、各景域ユニットの労働

力に関する統計情報を用いて作業密度・管理率・景域要素率等を算出するが、統計が整備さ

れていない景域ユニットについては、ヒアリング調査・既往研究等を用いてデータの不足を

補完する。 

 労働時間に関するデータはサンプルのばらつきが大きく、同じ景域ユニットでも、周辺の

生態系環境を保全するような管理強度（作業頻度、1 回あたりの作業人数、作業時間、対象

景域要素の違いなど）の高いものから、住民の生活への悪影響を出さない程度の低い管理強

度のものまで、様々である（図 4.1）。そこで管理強度を考慮するために、作業密度を「高」

「中」「低」の 3 つのレベルに分けて算出する。それぞれの管理強度の目安を以下の通りに

する。 

「高」：生態系サービス等を考慮した(質の高い)管理 

「中」：良好な景観維持に配慮した管理 

「低」：生活に支障の出ない程度の(最低限の)管理 

 

 

図 4.1 各管理強度の目安 
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本研究では対象地全域に対し、管理強度「中」を平均的な作業密度とみなして景域管理作

業量を算出する。管理強度「低」はその景域を維持するための最低限の管理水準であり、将

来的に景域の管理強度が「低」に移行する場合、景域管理の質が低下することを意味する。

尚、対象地の一部で生態系サービスを改善・向上させるための非常に高強度な管理がされて

いる地域が確認されているが、本研究の狙いは景域保全のための最適な作業量の算出であ

り、その基準を管理強度「中」と設定するため、管理強度「高」を使用しない。ただし、生

態系環境を考慮するような計画を策定する地域においては、管理強度「高」のモデルを検討

する必要性がある。 

各景域ユニットの各指標について 4.1.1.~4.1.7 に示す。 

4.1.1. 「市街地」「ゴルフ場・芝地」「緑の多い住宅地」「残存・植栽樹群をもった公園、墓

地等」 

上記の景域ユニットは、緑地管理に対する具体的な作業量を示した統計資料等はないが、

これまでの研究で、川口ら(2016)1)が名古屋市を対象としてヒアリング調査を基に景域管理

作業量及び作業密度を算出している。また、清水ら(2016)2)が様々な地域における緑地の管

理主体に対しヒアリング調査を行い、それぞれの作業量を比較した。本研究ではそれらの算

出結果を参考に各景域ユニットの作業密度を設定し、対象地に反映させる。 

それぞれの作業密度の算出方法及び管理強度の設定基準を表 4.1 に示す。 

名古屋市における景域ユニットの割合を見ると、「市街地」の割合が非常に高い。ここで

は名古屋市全体を「市街地」と疑似的にみなし、同市における景域管理作業量を同市の総面

積で除したものとして算出する。また、民有地と公有地を比較した際、公有地の管理強度が

民有地よりも低いことが示されており、そのばらつきから各管理強を設定する。景域要素率

については名古屋市みどりの現況調査から同市の緑被率を算出する。尚、「市街地」のうち

市街化区域などには街路樹が存在しているため、同ユニットを「市街化区域＋その他用途区

域」と「それ以外」に分類し、前者の道路面積に対する景域要素（街路樹）面積を景域要素

率として算出する。管理率は全ての景域要素が管理されていると仮定する。 

「ゴルフ場・芝地」は主に造園業者によって管理されており、高頻度の芝刈りなどが必要

とされているため作業密度が高い。また、芝刈りの頻度や刈り取り高さのばらつきは小さく、

同景域を維持するための作業量が大きく変動しないと考えられることから、管理強度は「中」

のみとする。同景域ユニットには、一部の施設や池などが含まれるがそれらの非対象要素が

極めて小さいことより景域要素率は 1.00、 また全ての景域要素に対し管理が必要であるこ

とから管理率は 1.00 とする。 

「緑の多い住宅地」は、名古屋市の同景域ユニットに位置する、住民の家庭菜園等の周辺

緑地に関するヒアリング調査から算出された作業密度を参考とする。「市街地」と比較する

と作業密度がやや高く、より集中的な管理をしていることがわかる。同ユニットは住民によ
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る管理が主であるとされ、対象者によって作業密度のばらつきが大きいため、管理強度にあ

る程度まとまりのある地域ごとに平均値を用いて、各管理強度を設定する。景域要素に関し

ては、環境省 3)における同景域ユニットの定義が「緑被率 30%以上」とされていることか

ら、景域要素率を 0.30 とする。よって本研究における景域要素率は下限値である。 

「残存・植栽樹群をもった公園、墓地等」は、1ha 以上のまとまった緑被地を有している

が、管理されている樹群と管理されていない樹群があり、グロスの作業密度にばらつきが生

じる。グロスの作業密度の粗密差をそれぞれの管理強度とみなして表 4.1 のように「高」

「中」「低」をそれぞれ設定する。景域要素率は非対象要素が微小であるとみなし、1.00 と

する。また管理率は樹群によって様々であるが、グロスの作業密度は「全ての樹群を一様に

管理している」とみなすことができ、管理率を 1.00 とする。 

 

表 4.1 各景域ユニットの指標 
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4.1.2. 「畑地」「水田」「茶畑」「果樹園」 

 農業に関する統計情報を用いて各指標の算出を行う。作物統計調査から栽培面積に関す

るデータ、農業経営統計調査から作業時間に関するデータを整理・抽出する。尚、農業経営

統計調査の品目別経営統計は 2007 年に廃止されており、2010 年時点のデータが稲、麦し

かないため、本研究では各品目の 2007 年のデータを用いる。 

 上記の景域ユニットの作業密度は各品目の平均値を用いて算出する際、品目ごとのばら

つきを考慮する必要がある。例えば「畑地」の場合、キャベツのような大規模かつ効率よく

管理できるものから、トマトのような施設で集中的に管理されているものまで、含まれてお

り、これらを平均化すると作業密度が高い品目の影響を大きく受けてしまう。そこで品目ご

との栽培面積から作業密度のばらつきを考慮して平均値を算出する必要がある。本研究で

は以下の手順で各景域ユニットの作業密度を算出する。 

 

算出方法：水田、畑地、果樹園) 

1. 農業経営統計調査 品目別経営統計より品目ごとの 10a 当り作業時間(全国平均)を

抽出。及び、作業項目を景域管理に必要かどうかで分類する。 

2. 作物統計調査より、1 で扱う品目の中部 8 県における栽培面積を集計する。 

3. 1 で得られる作業密度に、2 で得られる品目ごとの栽培面積をウェイトとして、以下

の式のように加重平均したものを景域ユニットの作業密度とする。 

平均作業密度 =
∑{(各品目の作業密度)×(対象地における各品目の栽培面積)}

∑(対象地における各品目の栽培面積)
 [h/a] 

 

算出方法：茶畑) 

1. 農業経営統計調査 品目別経営統計より 品目ごとの 10a 当り作業時間(全国平均)

を抽出。及び、作業項目を景域管理に必要かどうかで分類する。 

2. 1 を 1a 当りに換算したものを作業密度とする。 

 

以上の算出方法で得られた作業密度をそれぞれのユニットの管理強度「中」として設定す

る。農業系の景域ユニットで管理の低強度化を可能とする方法として、作業密度の低い作業

品目への移行が考えられる。 

「畑地」「果樹園」は品目数が多くそれぞれのばらつきが大きいので、作業密度の高い品

目と低い品目の数値をそれぞれ管理強度「高」「低」として設定し、将来的に景域管理作業

量が不足する地域に対して、作業密度が低い品目に遷移させると仮定したときの作業量を

推計する。「水田」に含まれる品目は稲が大部分を占めており、地域間の作業密度の差も小

さい（0.2[h/a]ほど）ため、「稲のみ」と「稲以外」の品目で高低差を設ける。「茶畑」は単

一の作物栽培であるため農業経営統計調査から、中部 8 県における県別の作業密度の比較

的高い地域と低い地域を抽出する。 
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 各景域ユニットの指標を表 4.2 に示す。 

 

表 4.2 各景域ユニットの指標 

 

 

4.1.3. 「その他植林」「放棄畑地」「放棄水田」「背の低い草地」「背の高い草地・低木」 

 環境省の凡例一覧によると、上記の景域ユニットに含まれる群落は時間が経過すると、よ

り自然性の高い他の植生へ遷移するとされている。これらの景域ユニットの一部には、周辺

の土地への被害を出さないための最小限の管理がされているものもあると考えられるが、

広域スケールにおいてはその管理面積が極めて小さく作業頻度も極めて少ないため、景域

管理がされていないものとして作業密度を近似的に 0 とする。また管理率も 0 とする。 
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4.1.4. 「人工林」「二次林（アベマキ・コナラ群集）」「二次林（マツ・ナラ・シデ）」「二次

林（シイ・カシ・タブ）」 

 「人工林」の作業密度は農水省の林業経営統計調査を用いて算出する。林業経営統計調査

から得られる情報として林家 1 戸当たりの年間労働時間、保有山林面積、人工林面積、伐採

面積、造林面積などがある。本研究では伐採面積と造林面積の総和が実際に管理されている

景域要素面積として、労働時間を除したものを作業密度、人工林面積に対する伐採・造林面

積の割合を管理率とする。また、同統計情報では 1 戸当たりの経営規模別のデータも得ら

れるため、各経営規模における作業密度を算出し、各管理強度を設定する。経営規模の大き

い林家ほど作業密度が低く、粗放的な管理がされていることがわかる。同景域ユニットでは

樹林地が卓越していることから景域要素率は 1.00 とする。 

二次林は里山地域の住民によって管理されているものがあり、本研究では上記のような 3

つの景域ユニットのように二次林を分類する。これらの中で、「二次林（アベマキ・コナラ

群集）」は、近隣住民の定常管理によって森が明るく保たれている地域がある。例えば、名

古屋市では東山地区の二次林管理に関するガイドライン 4)が発行されており、計画的に森

林を管理していることがわかる。そこで、本研究では同ユニットで景域管理が行われている

とする。作業密度は、前述の東山森づくりガイドラインに示されている計画図に基づき、管

理者に対するヒアリング調査及び名古屋市の土木工事積算基準書の歩掛から算出する。管

理率については、参考となる文献などがないが、二次林の管理が行われている地域は非常に

限定的であると考えられ、本研究では人工林の管理率と同等とみなす。 

「人工林」「二次林（アベマキ・コナラ群集）」の各指標を表 4.3 に示す。 

表 4.3 各景域ユニットの指標 
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4.1.5. 「自然林」「高山・亜高山植生」「火山帯植生」「海岸植生」 

上記の景域ユニットは所謂、自然林または自然草原であり、人為的な操作がほぼ皆無であ

ると植生であるとみなされている。そのため、景域管理はされていないものと判断できる。 

 

4.1.6.「河岸植生」「牧草地」 

 「河岸植生」では主に河川敷の除草や清掃、堤防点検のための堤防除草、防災目的での河

道内樹木の伐開といった景域管理がされている。樹木伐開の作業頻度は、年度ごとにばらつ

きが大きく不規則であるため、本研究での同景域ユニットにおける作業密度は除草作業に

限定して算出する。 

「牧草地」では家畜用の牧草の飼育・刈取といった作業が発生していると考えられる。農業

に関する統計情報として農林業センサスや農業経営統計調査などが挙げられるが、牧草に

関するデータはほとんど取られていない。また、ヒアリング調査も適切な対象者が得られな

かったため、本研究では「河岸植生」の除草作業を刈取作業と同等の作業とみなして、「河

岸植生」の作業密度を代入する。 

 上記の二つの各指標を表 4.4 に示す。 

 

表 4.4 各景域ユニットの指標 

 

 

4.1.7. 「自然裸地」「水面」 

 「自然裸地」「水面」には緑被が存在せず、景域管理が発生しないため、本研究では除外

する。 
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4.1.8. 各景域ユニットの管理強度別作業密度の比較 

 図 4.2 に各景域ユニットの管理強度別作業密度を示す。景域ユニットの比較を見ると、

「ゴルフ場・芝地」や「畑地」「茶畑」「果樹園」といった農地の作業密度が高く、これらの

景域ユニットでは集中的な維持管理作業や専門性の高い作業が必要であることを示してい

る。一方で、同じ農地でありながらも「水田」の作業密度は他の農地系の景域ユニットより

もかなり低く、大規模な経営が可能であったり、兼業農家による管理ができたりすると考え

られ、日本の農家の多くが兼業農家である要因となっている。 

 管理強度のばらつきをみると、「緑の多い住宅地」のばらつきが大きい。景域要素に住宅

の庭・家庭菜園が含まれており、住民の管理の個人差が大きいためであると考えられる。ま

た、「畑地」「果樹園」においても、栽培品目によって必要な労働量が大きく変動することを

示している。 

 

 

※「ゴルフ場、芝地」は管理強度が 1つしかないため、全て「中」の管理強度としている。 

図 4.2 各景域ユニットの作業密度（管理強度別） 
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4.2. 効率化係数の設定 

前節では作業密度を管理強度別に分類し、管理強度の移行による景域管理のコストの差

を把握することが可能となった。 

本研究における管理強度の差は作業頻度や作業人数、および景域ユニットに含まれる樹

群の違いによって生じるばらつきであるが、それとは別に、機械や新技術の導入によって作

業効率が向上し、低強度管理へ移行するという可能性も考えられる。例えば農地では、農林

水産省(2008)2)が、各品目の生産コスト削減のために農家等が実施した事例についてまとめ

ており、優良事例として機械化によって作業時間の低減したモデルを紹介している。また林

野庁(2011)3)によれば、人工林でも主伐・間伐において重機・大型機械が導入され生産性（一

日当りの作業面積）が向上している。 

以上のような機械導入・技術進歩といった要因によって将来的に作業密度を低減させる

係数を「効率化係数」と定義し、景域管理が生じる景域ユニットごとに暫定的に設定する（表

4.5）。効率化係数が小さいほど作業効率が高くなることを示し、最大値は 1 となる。尚、表

4.5 で示された効率化係数は作業効率が最大限に上がったと仮定した場合の係数として設

定値する（つまり設定値は下限値である）。 

表 4.5 効率化係数の設定 
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4.3. 中部 8 県における景域管理作業量の算出 

4.3.1. 各景域ユニットの作業量 

 対象地における各景域ユニットの総作業量を表 4.6、景域管理作業量と作業密度の関係を

図 4.3 に示す。景域ユニット別に比較すると、「畑地」と「果樹園」は作業密度が高く、景

域管理作業量が大きいことから、高強度な管理が必要であるといえる。一方、「水田」や「人

工林」は対象地における面積の割合が大きい（それぞれ 8.8%, 29.4%）が、作業密度が低く

景域管理作業量がそれほど高くならないことから、粗放的な管理によって景域が維持され

ているといえる。 

 

表 4.6 中部 8 県における各景域ユニットの総管理作業量 
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図 4.3 中部 8 県における各ユニットの作業密度と景域管理作業量の関係 
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4.3.2. 中部 8 県における景域管理作業量 TLA の分布 

 各景域ユニットに対する景域管理作業量の総和を 1km メッシュに集計し、対象地おける

空間分布を図 4.4 に示す。地形条件（標高・傾斜）別の分布では標高 100m 未満、傾斜 8 度

未満の緩やかな地形であるほど景域管理作業量が高いことがみられる（図 4.5）。また、景域

ユニット別に景域管理作業量の割合をみると、傾斜 3 度未満の平野部では「水田」や「市街

地」、傾斜 3~15 度の斜面地では「果樹園」、傾斜 15~30 度の急斜地では「人工林」「二次林

（アベマキ・コナラ群集）」といった景域ユニットの割合がそれぞれ高いことがわかる。 

図 4.4 中部 8 県における景域管理作業量の分布（1km メッシュ） 
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図 4.5 地形条件別の TLA 及び TLAlの割合  
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次に、景域複合体ごとの景域管理作業量を表 4.7、図 4.6 に示す。その他農地型は他の景

域タイプと比べて TLA が非常に高く、「畑地」「果樹園」といった作業密度の高い景域ユニ

ットの割合が大きいことが影響している。一方で、水田型は作業密度の低い「水田」の割合

が大きく、TLA はその他の農地型の半分以下であり、同系統の農地型でも景域管理に必要

な作業量に大きな差があることがわかる。水田系里山型とその他農地系里山型でも同様の

理由で TLA に大きな差が生じている。また、全地域で同水準の景域管理をすると仮定した

場合、都市的土地利用型、都市的土地利用水田混合型、その他農地系里山型といった人口規

模の異なる景域複合体で同等の TLA が必要であることが結果として得られた。 

 

表 4.7 景域複合体と景域管理作業量の関係（メッシュ平均） 
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図 4.6 景域複合体と景域管理作業量の関係 
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4.4. 小括 

4 章では、統計資料やヒアリング調査から各景域ユニットの管理強度別の作業密度・管理

率などの指標を設定し、それぞれの管理の特徴を把握するとともに、中部 8 県に投下され

る現状の景域管理作業量を可視化することができた。また、景域複合体ごとの景域管理作業

量を比較し、それぞれの景域管理に必要な作業量やその内訳を把握した。TLAl, TLA が高

い地域ではより多くの労働力が必要であることを示す。 

尚、本章で算出した作業密度などの指標は、2017 年 2 月 1 日までに収集したデータを基

に算出したものであり、今後ケーススタディなどを重ねることでその精度をさらに上げる

余地があると考えられる。また本研究では、地域ごとの管理強度を考慮しておらず、ここで

算出した景域管理作業量が実態と異なる地域もあることを留意する。筆者ら 9)は 2015 年に、

三重県・愛知県にて行われた景域管理に関するケーススタディとの比較し、本章で算出した

各指標の信ぴょう性や、地域ごとのばらつきについて検証している。 
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